
 

Press Release 
 

 
 

平成30年3月新規高等学校等卒業予定者に対する島根県内の 
求人受理及び就職希望者の状況について 

 
～ 受理求人数は2,546人で、前年同期比16.7％増 ～ 

 

  島根労働局（局長 浅野
あ さ の

茂
しげ

充
みつ

）では、平成 30 年 3 月新規高等学校等卒業予定者に対する

8月 31 日時点の島根県内の求人受理及び就職希望者の状況を以下のとおり取りまとめまし

たので、公表します。 

 

           

  １ 求人受理の状況 

    平成 29 年 8月 31 日時点の受理求人数は 2,546 人で、前年同期（2,181 人）より 

   16.7％増加した。 

    また、同時点で前年度（平成 28 年 6 月 20 日から平成 29 年 3 月 31 日）の求人総 

   数（2,411 人）を上回った。 

 

  ２ 就職希望者の状況 

    就職希望者数（平成 29 年 8 月 31 日時点で、学校又はハローワークの紹介により 

   就職を希望する者）は 1,384 人で、このうち 1,024 人が県内での就職を希望している。 

     

  ３ 求人倍率 

    平成 29 年 8 月 31 日時点の求人倍率（受理求人数／就職希望者数）は 1.84 倍で、 

前年同期（1.63 倍）より 0.21P 上昇した。 

  

   

                      ＊詳しくは、別紙 1及び別紙 2を参照 
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【求人数・県内就職希望者の状況】 

（8 月 31 日時点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 松江 
隠岐

の島 
安来 浜田 川本 出雲 益田 雲南 

石見

大田 
合計 

30 年 3 月卒求人数 863 44 138 241 81 706 245 145 83 2,546 

29 年 3 月卒求人数 794 39 134 239 72 519 191 122 71 2,181 

前年同期比（％） 8.7 12.8 3.0 0.8 12.5 36.0 28.3 18.9 16.9 16.7 

就職希望者数 461 54 56 146 29 354 161 78 45 1,384 

 
うち 

県内希望者数 
370 19 55 88 16 304 67 68 37 1,024 

求人倍率 1.87 0.81 2.46 1.65 2.79 1.99 1.52 1.86 1.84 1.84 

（別紙１） 
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【新規高等学校等卒業予定者に対する求人・求職状況の推移】 

１ 県内求人状況（８月３１日時点） 

   卒業年 

項 目 
平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

求 人 数 １，３２８ １，７０７ １，８３７ ２，１８１ ２，５４６ 

前年同期比 ２３．１％ ２８．５％ ７．６％ １８．７％ １６．７％ 

 

２ 就職希望者の状況（８月３１日時点） 

  卒業年 

 

項 目 

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

就職希望者数 １，３４０ １，４２２ １，３５７ １，３３８ １，３８４ 

 
うち県内就

職希望者 
１，０１６ １，０７３ １，００９ ９９７ １，０２４ 

前年同期比 ▲８．７％ ６．１％ ▲４．６％ ▲１．４％ ３．４％ 

 
うち県内就

職希望者 
▲７．９％ ５．６％ ▲６．０％ ▲１．２％ ２．７％ 

就職希望者の

うち県内就職

希望者の割合 

７５．８％ ７５．５％ ７４．４％ ７４．５％ ７４．０％ 

 

３ 求人倍率（８月３１日時点） 

   卒業年 

項 目 
平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 

求 人 倍 率 ０．９９ １．２０ １．３５ １．６３ １．８４ 

前年同期比 ０．２５Ｐ ０．２１Ｐ ０．１５Ｐ ０．２８Ｐ ０．２１Ｐ 

     

【新規高等学校等卒業予定者の求人受理（受付）、推薦、選考開始時期等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

6 月 １日以降 ハローワークにおける求人受理（受付）開始 

 7 月 １日以降 
各企業から推薦依頼校への求人票の送付開始 

各学校における受理求人の生徒への情報提供開始 

 9 月 ５日以降 学校から各企業への推薦の開始  ※公正採用選考に係る啓発の実施 

 9 月１６日以降 
 各企業における採用選考の開始 

 各企業における採用内定の開始 

 卒業後 就業（実習、研修を含む）の開始 

（別紙２） 



（参考）

平成29年8月末現在（平成30年3月卒）
項目

平成
　30年

平成
　29年

対前年
増減率

平成
　30年

平成
　29年

対前年
増減率

平成
　30年

平成
　29年

対前年
増減率

産業・職業・規模 （人） （人） （％） （人） （人） （％） （人） （人） （％）

合計 2,546 2,181 16.7 1,896 1,608 17.9 650 573 13.4

A,B. 農、林、漁業 (01～04) 58 41 41.5 20 18 11.1 38 23 65.2

Ｃ. 鉱業 (05) 3 2 50.0 3 2 50.0 0 0 0.0

Ｄ. 建設業 (06～08) 543 485 12.0 427 379 12.7 116 106 9.4

Ｅ. 製造業 (09～32) 739 585 26.3 557 430 29.5 182 155 17.4

09．食料品製造業 110 83 32.5 74 58 27.6 36 25 44.0

10．飲料・たばこ・飼料製造業 10 8 25.0 2 5 -60.0 8 3 166.7

11．繊維工業 67 46 45.7 45 17 164.7 22 29 -24.1 

12．木材・木製品製造業 20 25 -20.0 13 17 -23.5 7 8 -12.5 

13．家具・装備品製造業 4 5 -20.0 2 5 -60.0 2 0 0.0

14．パルプ・紙・紙加工品製造業 19 23 -17.4 14 15 -6.7 5 8 -37.5 

15．印刷・同関連業 2 4 -50.0 1 3 -66.7 1 1 0.0

16．化学工業 12 7 71.4 12 5 140.0 0 2 -100.0 

17．石油製品・石炭製品製造業 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

18．プラスチック製品製造業 35 30 16.7 10 7 42.9 25 23 8.7

19．ゴム製品製造業 26 17 52.9 3 2 50.0 23 15 53.3

21．窯業・土石製品製造業 26 25 4.0 19 17 11.8 7 8 -12.5 

22．鉄鋼業 78 47 66.0 76 44 72.7 2 3 -33.3 

23．非鉄金属製造業 2 2 0.0 0 0 0.0 2 2 0.0

24．金属製品製造業 20 18 11.1 16 16 0.0 4 2 100.0

25．はん用機械器具製造業 29 21 38.1 28 21 33.3 1 0 0.0

26．生産用機械器具製造業 51 45 13.3 42 37 13.5 9 8 12.5

27．業務用機械器具製造業 41 22 86.4 40 21 90.5 1 1 0.0

105 85 23.5 90 77 16.9 15 8 87.5

29．電気機械器具製造業 39 32 21.9 37 32 15.6 2 0 0.0

30．情報通信機械器具製造業 3 3 0.0 3 3 0.0 0 0 0.0

31．輸送用機械器具製造業 38 36 5.6 28 27 3.7 10 9 11.1

20,32．その他の製造業 2 1 100.0 2 1 100.0 0 0 0.0

Ｆ. 電気・ガス・熱供給・ 水道業 (33～36) 2 1 100.0 2 1 100.0 0 0 0.0

Ｇ. 情報通信業 (37～41) 24 22 9.1 20 19 5.3 4 3 33.3

Ｈ. 運輸業、郵便業 (42～49) 53 33 60.6 41 20 105.0 12 13 -7.7 

Ｉ. 卸売業、小売業 (50～61) 277 231 19.9 216 178 21.3 61 53 15.1

50～55 卸売業 69 63 9.5 50 49 2.0 19 14 35.7

56～61 小売業 208 168 23.8 166 129 28.7 42 39 7.7

Ｊ. 金融業、保険業 (62～67) 28 29 -3.4 25 28 -10.7 3 1 200.0

Ｋ. 不動産業，物品賃貸業 (68～70) 9 18 -50.0 9 14 -35.7 0 4 -100.0 

Ｌ. 学術研究，専門・技術サービス業 (71～74) 56 42 33.3 42 28 50.0 14 14 0.0

Ｍ. 宿泊業，飲食サービス業 (75～77) 183 162 13.0 157 147 6.8 26 15 73.3

75．宿泊業 118 87 35.6 105 81 29.6 13 6 116.7

76,77 飲食サービス業 65 75 -13.3 52 66 -21.2 13 9 44.4

Ｎ. 生活関連サービス業，娯楽業 (78～80) 89 91 -2.2 77 74 4.1 12 17 -29.4 

Ｏ. 教育，学習支援業 (81，82) 11 5 120.0 9 4 125.0 2 1 100.0

Ｐ. 医療，福祉 (83～85) 203 218 -6.9 91 101 -9.9 112 117 -4.3 

Ｑ. 複合サービス事業 (86，87) 40 25 60.0 30 15 100.0 10 10 0.0

Ｒ. サービス業（他に分類されないもの） (88～96) 228 191 19.4 170 150 13.3 58 41 41.5

Ｓ,Ｔ. 公務，その他 (97～99) 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0

産

業

別

局計

28．電子部品・デバイス・電子回路製造業

新規高等学校卒業者の産業別・職業別・規模別　求人状況

東部計 西部計




